
現
状
と
課
題

引
き
続
き
厳
し
い
財
政
状
況

　
過
去
の
公
共
事
業
の
実
施
に
伴
う

公
債
費
の
増
加
等
も
あ
り
、
非
常
に

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
行
財
政
改

革
に
よ
り
人
件
費
削
減
や
民
間
委
託

の
推
進
な
ど
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、

普

通

会

計

の

地

方

債

残

高

が

4
4
5
・
4
億
円
か
ら
59
・
8
％
減
少

す
る
等
、
一
定
の
成
果
を
挙
げ
て
き

ま
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
今
後
、

少
子
高
齢
化
や
人
口
減
少
等
に
よ
り

市
税
収
入
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
中

で
、
扶
助
費
や
施
設
の
更
新
費
用
等

の
増
加
に
よ
り
収
支
状
況
の
悪
化
や

財
政
の
硬
直
化
が
進
む
こ
と
が
予
想

さ
れ
ま
す
。

健
全
な
財
政
運
営

　
経
常
収
支
比
率
や
地
方
公
共
団
体

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
財
政
指
標

の
推
移
を
踏
ま
え
、
事
業
の
優
先
度

や
実
施
効
果
及
び
将
来
負
担
を
考
慮

し
、
健
全
か
つ
効
率
的
・
効
果
的
な

財
政
運
営
を
確
立
し
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

財
源
の
確
保
が
不
可
欠

　
安
定
し
た
財
政
運
営
の
た
め
に
は

財
源
の
確
保
が
不
可
欠
で
あ
り
、
市

税
な
ど
の
自
主
財
源
の
安
定
確
保
を

は
じ
め
、
事
業
実
施
に
伴
う
特
定
財

源
の
活
用
と
受
益
者
負
担
の
適
正
化

や
税
外
収
入
の
増
収
に
つ
い
て
検
討

し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

公
共
施
設
の
老
朽
化

　
公
共
施
設
や
道
路
な
ど
は
、
老
朽

化
が
進
行
し
て
お
り
、
今
後
更
新
時

期
が
集
中
す
る
こ
と
か
ら
、
計
画
的

な
改
修
や
更
新
が
必
要
で
す
。
ま
た
、

社
会
状
況
の
変
化
を
踏
ま
え
な
が
ら
、

最
適
な
施
設
規
模
の
確
保
に
向
け
た

統
合
・
集
約
等
に
つ
い
て
検
討
し
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

限られた財源の中で、より質の高い行政サービスを行うため、歳出

の抑制、自主財源の確保、公共施設の計画的な管理や集約化等を

進めるとともに、効率性・有効性等を重視した事務事業の適正化

を図り、持続可能な財政運営を実現します。

分野
計画

基本
方向

目標値（令和7年度）基準値重要業績評価指標

中
期
財
政
・
F
M（
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

摂津市 市民の視点に立った質の高い行政経営を行います計画を実現する行政経営

10-4
行政経営

指標（KPI）

公共施設等

総合管理計画

99.1％

0％以下

0.2％

91.5％

98.3％

0％以下

3.0％以下

58.2％

経常収取比率（一般会計）

将来負担比率

実質公債費比率

事後保全事象の発生率

財源の確保

●国・府等の補助金確保

●新たな納付方法の検討

●適正な市債活用

歳出の適正化

●事務事業の見直し

●社会資源の活用と連携

●公共施設のファシリティ

　マネジメント
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